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(57)【要約】
【課題】端子の数にかかわらず、これらの端子同士の電
気的接続を簡素な構造で確実に行うことが可能な防水ジ
ョイントコネクタを提供する。
【解決手段】防水ジョイントコネクタＪＣは、接続用導
体１０と、ハウジング２０と、蓋部材３０とを備える。
接続用導体１０は、各端子４０と嵌合される複数の嵌合
部１２を有し、予めハウジング２０内に保持される。ハ
ウジング２０は、複数の端子挿入部２６と、その反対の
側に開口する蓋部材挿入部２８とを有する。蓋部材３０
は、蓋部材挿入部２８を塞ぐ蓋部３２と嵌合検知部３４
とを有する。嵌合検知部３４は、嵌合不良の端子４０に
より弾性変位状態にある端子係止部２７と当接すること
により、蓋部材３０が蓋部材挿入部２８に装着されるの
を阻む。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端末に端子が設けられ、かつ、この端子の後ろ側に防水栓が設けられた複数の防水用電
線同士を電気的に接続するための防水ジョイントコネクタであって、
　前記各端子と嵌合可能な形状を有し、その嵌合方向と直交する方向に配列される複数の
嵌合部と、これらの嵌合部同士を相互連結する連結部とを一体に有する接続用導体と、
　特定方向に開口してその開口から前記各端子及びその後ろ側の前記防水栓が挿入可能で
あり、かつ、その防水栓と密着可能な形状の内周面を有する複数の端子挿入部と、これら
の端子挿入部と反対の向きに開口する蓋部材挿入部と、前記端子挿入部の開口から予め定
められた正規嵌合位置まで挿入された端子がその挿入方向に沿って前記各嵌合部と嵌合さ
れるように前記接続用導体を直接保持する導体保持部と、前記端子挿入部への前記端子の
挿入に伴ってこの端子から当該挿入方向と直交する方向に沿って退避する向きに弾性変位
し、かつ、当該端子が前記正規嵌合位置に到達することにより復帰方向に変位して当該端
子を係止する端子係止部とを有するハウジングと、
　前記接続用導体および前記ハウジングとは別の部材で構成され、前記蓋部材挿入部の開
口を塞ぐように当該蓋部材挿入部に挿入されて前記ハウジングに装着されることが可能な
形状を有する蓋部材とを備え、
　前記蓋部材は、前記蓋部材挿入部を塞ぐ形状を有する蓋部と、この蓋部から前記ハウジ
ングの外壁と当該ハウジングの導体保持部に保持された接続用導体の連結部との間を通過
して前記各端子係止部に向かうように突出する嵌合検知部とを有し、この嵌合検知部は、
いずれかの端子が前記正規嵌合位置の手前に位置することにより当該端子に対応する端子
係止部が当該端子から退避する向きに一定以上弾性変位しているときにこの端子係止部と
当接することにより当該蓋部材の前記蓋部材挿入部への装着を阻む形状を有することを特
徴とする防水ジョイントコネクタ。
【請求項２】
　請求項１に記載の防水ジョイントコネクタにおいて、
　前記蓋部材の嵌合検知部は、前記端子が前記正規嵌合位置に到達して当該端子を前記端
子係止部が係止している状態でこの端子係止部と前記ハウジングの外壁との間に進入する
ことにより当該端子係止部を拘束する形状を有することを特徴とする防水ジョイントコネ
クタ。
【請求項３】
　請求項２に記載の防水ジョイントコネクタにおいて、
　前記蓋部材は、前記嵌合検知部を前記端子係止部と前記ハウジングの外壁との間に導く
ように前記接続用導体の連結部による案内を受ける被案内部を含むことを特徴とする防水
ジョイントコネクタ。
【請求項４】
　請求項２または３記載の防水ジョイントコネクタにおいて、
　前記蓋部材は、前記接続用導体の連結部に当接することによって当該蓋部材の前記蓋部
材挿入部への過度の挿入を阻止する導体当接部を含むことを特徴とする防水ジョイントコ
ネクタ。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の防水ジョイントコネクタにおいて、
　前記蓋部材の蓋部は、蓋部本体と、この蓋部本体の外周面上に装着され、弾性変形状態
で前記蓋部材挿入部の内周面と全周にわたり密着するシール部材とを有し、前記蓋部本体
と前記嵌合検知部とが前記シール部材よりも硬質の樹脂により構成されていることを特徴
とする防水ジョイントコネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車載用ワイヤハーネス等に含まれる複数の防水用電線同士を電気的に接続す
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るための防水ジョイントコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数の防水用電線同士を電気的に接続するための防水ジョイントコネクタとして
、例えば特許文献１に記載されるものが知られている。この防水ジョイントコネクタを図
９に示す。
【０００３】
　当該防水ジョイントコネクタは、電線７０に装着された端子７２同士を電気的に接続す
るためのもので、ハウジング８０と、蓋部材であるゴム栓体９０とを有する。
【０００４】
　前記ハウジング８０は、特定方向に開口してその開口から前記各端子７２が挿入可能な
端子挿入部８２と、その挿入された端子を係止するための可撓支持片８４と、前記端子挿
入部８２と反対の側に開口して当該開口から前記ゴム栓体が挿入可能な栓体収容室８６と
を有する。前記端子挿入部８２の内周面には、前記電線７０に装着された防水栓７４の外
周面が密着する。
【０００５】
　前記ゴム栓体９０には、これと一体に、複数の接触部９２及び挿入検知バー９４を一体
に有する短絡金具９６が設けられている。前記各接触部９２は、前記栓体収容室８６内へ
のゴム栓体９０の挿入に伴い、前記可撓支持片８４により係止された端子７２とそれぞれ
嵌合することにより、これらの端子７２同士を電気的に接続する。前記挿入検知バー９４
は、前記端子７２の挿入が不完全である場合に前記可撓支持片８４と当接して前記栓体収
容室８６内への前記ゴム栓体９０の挿入を妨げることにより、当該不完全挿入の検知を可
能にする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】実開平４－２７５８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　前記図９に示される防水ジョイントコネクタでは、前記ハウジング８０内へのゴム栓体
９０の挿入抵抗が大きいために、端子７２の挿入が完全であるか否かの判別が難しく、ま
た、可撓支持部８４による端子係止力の設定が難しいという課題がある。
【０００８】
　具体的には、前記ゴム栓体９０に端子７２同士を短絡させるための短絡金具９６が一体
に設けられ、このゴム栓体９０の前記ハウジング８０内への挿入時に前記短絡金具９６の
各接触部９２が前記各端子７２に同時に嵌合されるので、その嵌合抵抗がそのままゴム栓
体９０の挿入抵抗に加算され、しかもその抵抗は前記端子７２の数が多いほど大きくなる
。このように、全ての端子７２が完全に挿入された正常状態においてもゴム栓体９０には
大きな挿入抵抗が働くので、その大きな抵抗が、前記各端子７２の嵌合抵抗によるもので
あるのか（すなわち正常時における抵抗であるのか）、あるいは端子７２の不完全挿入に
より挿入検知バー９４が端子係止片に当接していることによるものであるのかの判別が難
しく、当該判別は前記嵌合抵抗が大きくなるほど困難になる。
【０００９】
　一方、ハウジング８０側の可撓支持片８４は、前記の嵌合抵抗による反力に抗して前記
端子７２を係止しなければならないので、その係止力を大きく設定せざるを得ず、これに
伴うハウジング８０の大型化が必至となる。逆に、当該係止力が不十分である場合、各端
子７２と各嵌合部９２とが嵌合する前にその抵抗によって当該端子７２が可撓支持片８４
から離脱し、これにより当該端子７２の挿入確実性が却って低下するおそれがある。
【００１０】
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　本発明は、このような事情に鑑み、防水用電線及び端子の数にかかわらず、当該端子同
士の電気的接続を簡素な構造で確実に行うことが可能な防水ジョイントコネクタを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するための手段として、本発明は、端末に端子が設けられ、かつ、この
端子の後ろ側に防水栓が設けられた複数の防水用電線同士を電気的に接続するための防水
ジョイントコネクタであって、前記各端子と嵌合可能な形状を有し、その嵌合方向と直交
する方向に配列される複数の嵌合部と、これらの嵌合部同士を相互連結する連結部とを一
体に有する接続用導体と、特定方向に開口してその開口から前記各端子及びその後ろ側の
前記防水栓が挿入可能であり、かつ、その防水栓と密着可能な形状の内周面を有する複数
の端子挿入部と、これらの端子挿入部と反対の向きに開口する蓋部材挿入部と、前記端子
挿入部の開口から予め定められた正規嵌合位置まで挿入された端子がその挿入方向に沿っ
て前記各嵌合部と嵌合されるように前記接続用導体を直接保持する導体保持部と、前記端
子挿入部への前記端子の挿入に伴ってこの端子から当該挿入方向と直交する方向に沿って
退避する向きに弾性変位し、かつ、当該端子が前記正規嵌合位置に到達することにより復
帰方向に変位して当該端子を係止する端子係止部とを有するハウジングと、前記接続用導
体および前記ハウジングとは別の部材で構成され、前記蓋部材挿入部の開口を塞ぐように
当該蓋部材挿入部に挿入されて前記ハウジングに装着されることが可能な形状を有する蓋
部材とを備え、前記蓋部材は、前記蓋部材挿入部を塞ぐ形状を有する蓋部と、この蓋部か
ら前記ハウジングの外壁と当該ハウジングの導体保持部に保持された接続用導体の連結部
との間を通過して前記各端子係止部に向かうように突出する嵌合検知部とを有し、この嵌
合検知部は、いずれかの端子が前記正規嵌合位置の手前に位置することにより当該端子に
対応する端子係止部が当該端子から退避する向きに一定以上弾性変位しているときにこの
端子係止部と当接することにより当該蓋部材の前記蓋部材挿入部への装着を阻む形状を有
するものである。
【００１２】
　このジョイントコネクタでは、複数の嵌合部及びこれらを連結する連結部を含む接続用
導体が予めハウジング側の導体保持部に保持され、当該各嵌合部と電線側の端子との嵌合
作業がなされてから前記ハウジングの蓋部材挿入部に蓋部材が挿入されることが可能であ
るため、前記端子の数にかかわらず前記蓋部材の挿入抵抗を低く抑えることができる。こ
のことは、前記各端子の嵌合検知を容易にして当該端子同士の電気的接続を確実にする。
【００１３】
　具体的に、前記各端子は、前記ハウジングの端子挿入部から当該ハウジング内に挿入さ
れることにより、当該端子に対応する嵌合部と嵌合されることが可能である。このとき、
前記ハウジングの端子係止部は前記端子から退避する方向に弾性変位することにより当該
端子の挿入を許容し、この端子が正規嵌合位置まで挿入されたときに復帰方向に変位して
当該端子を係止する。もし当該端子が当該正規嵌合位置まで挿入されない不完全挿入状態
にあるときは、前記端子係止部は復帰方向に変位できずに一定以上弾性変位したままの状
態となる。
【００１４】
　このようにして各端子と各嵌合部との嵌合作業が行われた後に前記ハウジングの蓋部材
挿入部に前記蓋部材が挿入される。このとき、当該蓋部材の嵌合検知部は、前記接続用導
体の連結部とハウジングの外壁との間を通って前記端子係止部側に至るが、いずれかの端
子が正規嵌合位置まで十分に挿入されていない場合にはその端子に対応する端子係止部（
すなわち復帰方向に変位していない端子係止部）と接触することにより当該蓋部材の当該
蓋部材挿入部への装着を阻む。この装着の阻止が、作業者に挿入が不十分な端子の存在を
知らせることができる。
【００１５】
　しかも、この蓋部材と前記接続用導体とは別の部材であって、当該接続用導体は予め前
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記ハウジング内に保持されており、当該接続用導体の各嵌合部と前記端子との嵌合作業が
終了した後に前記蓋部材が挿入されることから、従来のように蓋部材と接続用導体とが一
体にハウジングに挿入されるものと異なり、当該接続用導体の各嵌合部と各端子との嵌合
抵抗が前記蓋部材の挿入抵抗に加算されることがない。従って、作業者は、前記嵌合検知
部と前記端子係止部との当接による蓋部材の挿入抵抗の増大を容易に判別することができ
る。すなわち、嵌合不良の検知が容易となる。
【００１６】
　前記蓋部材の嵌合検知部は、前記端子が前記正規嵌合位置に到達して当該端子を前記端
子係止部が係止している状態では、この端子係止部と前記ハウジングの外壁との間に進入
することにより当該端子係止部を拘束する形状を有することが、より好ましい。この形状
は、当該嵌合検知部に、嵌合検知機能だけでなく、前記端子係止部が係止解除方向に変位
するのを阻止して端子の係止をより確実にする二重係止機能を付与することができる。
【００１７】
　また、前記蓋部材は、前記嵌合検知部を前記端子係止部と前記ハウジングの外壁との間
に導くように前記接続用導体の連結部による案内を受ける被案内部を含むことが、より好
ましい。この被案内部は、前記ハウジング内における前記接続用導体の連結部の存在を有
効に利用して、前記嵌合検知部をその嵌合検知に適した位置に導くことができる。
【００１８】
　また、前記蓋部材は、前記接続用導体の連結部に当接することによって当該蓋部材の前
記蓋部材挿入部への過度の挿入を阻止する導体当接部を含むことが、より好ましい。この
導体当接部は、前記ハウジング内における前記接続用導体の連結部の存在を利用して前記
蓋部材の過度の挿入を確実に防ぐことができる。
【００１９】
　前記蓋部材の具体的な構造は適宜設定が可能である。例えば、その蓋部が、蓋部本体と
、この蓋部本体の外周面上に装着され、弾性変形状態で前記蓋部材挿入部の内周面と全周
にわたり密着するシール部材とを有し、前記蓋部本体と前記嵌合検知部とが前記シール部
材よりも硬質の樹脂により構成されているものでは、当該嵌合検知部に端子嵌合検知に必
要な剛性を確保しながら、前記蓋部本体の外周面上に装着されるシール部材の弾性変形を
利用して当該シール部材と前記蓋部材挿入部の内周面との密着を確実にすることにより、
高い防水機能も確保することができる。さらに、前記蓋部本体と前記嵌合検知部とが前記
シール部材よりも硬質の樹脂により一体成形されているものでは、当該一体成形により蓋
部材の部品点数を削減できる。
【発明の効果】
【００２０】
　以上のように、本発明に係る防水ジョイントコネクタによれば、前記端子の数にかかわ
らず前記蓋部材の挿入抵抗を低く抑えることができ、これにより、前記各端子の嵌合検知
を容易にして当該端子同士の電気的接続を確実にすることができる効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施の形態に係る防水ジョイントコネクタの分解斜視図である。
【図２】前記防水ジョイントコネクタにより端子同士を接続した状態を示す斜視図である
。
【図３】前記防水ジョイントコネクタの内部構造を示す垂直断面を含む斜視図である。
【図４】前記防水ジョイントコネクタの接続用導体及びハウジングの構造を示す水平断面
を含む斜視図である。
【図５】前記ハウジング内を蓋部材挿入側から見た斜視図である。
【図６】前記ハウジングの蓋部材挿入部内に蓋部材が挿入される途中の状態を示す断面正
面図である。
【図７】前記ハウジング内の正規嵌合位置まで端子が挿入された状態を示す断面正面図で
ある。
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【図８】前記ハウジング内の正規嵌合位置の手前で端子の挿入が止まっている状態を示す
断面正面図である。
【図９】従来の防水ジョイントコネクタの断面正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の好ましい実施の形態を図面を参照しながら説明する。
【００２３】
　図１は、複数本の電線（防水用電線）５０と、これらを相互接続するための防水ジョイ
ントコネクタＪＣとを示す。前記各電線５０は、例えば車載用ワイヤハーネスに含まれる
もので、各電線５０の端末にそれぞれ端子４０が設けられ、これらの端子４０同士が前記
防水ジョイントコネクタＪＣを用いて電気的に接続される。
【００２４】
　前記各電線５０は、導体及びこれを覆う絶縁被覆を有する。各電線５０の端末では前記
絶縁被覆が部分的に除去されることにより導体が露出し、その露出した導体に前記端子４
０が接続されている。この端子４０は、雌型の電気接触部４２と、その後ろ側に形成され
た電線圧着部４４とを一体に有する。電線圧着部４４は、周知の圧着端子と同様、図示の
基板と、この基板の幅方向両側から延びる図略の一対のバレルとを有し、これらのバレル
が前記の露出した導体を抱き込むようにして当該導体に圧着される。
【００２５】
　さらに、前記各端子４０の後ろ側の位置には防水栓４６が設けられる。これらの防水栓
４６はゴム等の軟質材料からなり、前記電線５０の絶縁被覆の外周面上に固着される。
【００２６】
　図１及び図３に示すように、前記防水ジョイントコネクタＪＣは、前記端子４０同士を
電気的に接続する媒体となる接続用導体１０と、これを収容するハウジング２０と、これ
ら接続用導体１０及びハウジング２０とは別の部材として構成された蓋部材３０とを備え
る。
【００２７】
　この実施の形態に係る接続用導体１０は、金属板を所定形状に打ち抜くことにより形成
されており、複数本の嵌合部１２と、これらの嵌合部１２同士を連結する連結部１４とを
一体に有する。前記各嵌合部１２は、前記各端子４０の雌型電気接触部４２と嵌合可能な
雄型の電気接触部すなわちタブであり、その嵌合方向（嵌合部１２の軸方向）と直交する
方向に配列される。前記連結部１４は、平板状をなし、前記各嵌合部１２の後端（図１及
び図３では左端）に一体につながる。
【００２８】
　前記ハウジング２０は、前記接続用導体１０を格納可能な形状を有し、その全体が合成
樹脂等の絶縁材料により一体に成形されている。具体的に、このハウジング２０は長手方
向の両側に開口する略筒状の外壁２２を含むとともに、左右一対の導体保持部２４と、複
数の端子挿入部２６及び端子係止部２７と、蓋部材挿入部２８とを有する。
【００２９】
　前記導体保持部２４は、前記外壁２２の長手方向中間部位の左右内側面上に形成される
。各導体保持部２４は、前記接続用導体１０の連結部１４の長手方向（すなわち前記嵌合
部１２の配列方向と平行な方向）の両端部をそれぞれその板厚方向に挟むようにして直接
保持する形状を有する。具体的には、これらの導体保持部２４に挟み込まれるように前記
連結部１４の両端部が圧入される。その一方、前記連結部１４の板厚方向と平行な方向（
図１及び図３では上下方向）には、当該連結部１４とハウジング２０の外壁２２との間に
隙間が確保されている。
【００３０】
　前記端子挿入部２６は、前記各端子４０毎に形成されている。各端子挿入部２６は、前
記ハウジング２０の長手方向の一方（図１及び図３，４では右方向）に開口し、その開口
から当該端子挿入部２６内に前記端子４０が挿入可能な形状を有する。各端子挿入部２６
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の奥側半部は、前記接続用導体１０の嵌合部１２を格納する一方、各端子挿入部２６の開
口側半部は円筒状内周面を有する円筒部２６ａを構成する。各円筒部２６ａは円形の開口
を有し、この開口から挿入された端子４０がそのまま奥側の嵌合部１２に嵌入される。そ
して、この嵌入と同時に、当該端子４０の後ろ側に設けられた防水栓４６の外周面が当該
防水栓４６の弾性変形を伴いながら前記円筒部２６ａの内周面に全周にわたり密着するよ
うに、前記各円筒部２６ａの内径が設定されている。
【００３１】
　前記端子係止部２７は、前記各端子挿入部２６毎に形成されている。各端子係止部２７
は、いわゆるランスであり、ハウジング２０の天壁（外壁２２の上側部分）のうち前記端
子挿入部２６の端子挿入方向の中間部位から前記連結部１４側に向かって延びる片持ちば
り状をなす。
【００３２】
　各端子係止部２７の自由端部は上下方向すなわち前記端子４０の挿入方向と直交する方
向に弾性変位（撓み変位）可能な係止部２７ａを構成する。この係止部２７ａは、端子４
０の挿入時には当該端子４０の前記被係止突起４５と接触することにより当該端子４０か
ら前記方向に沿って退避するように（図では上向きに）弾性変位し、かつ、当該端子４０
が前記正規嵌合位置に到達した時点で復帰方向に変位して前記被係止突起４５に対して端
子挿入側から当接することにより、その抜け止め（係止）を行う。この係止のための係止
部２７ａの位置は、端子係止部２７が完全に復帰した位置（すなわち端子係止部２７が無
変形であるときの位置）であってもよいし、当該端子係止部２７の弾性変位が少し残って
いる位置であってもよい。
【００３３】
　前記蓋部材挿入部２８は、前記外壁２２のうち前記導体保持部２４を挟んで前記端子挿
入部２６と反対の側の部分により構成される。つまり、この蓋部材挿入部２８は前記端子
挿入部２６と反対の向きに開口する略角筒状をなし、この開口から前記蓋部材３０がハウ
ジング２０内に挿入されることを許容する形状を有する。この蓋部材挿入部２８の開口側
端部には、前記蓋部材３０を係止するための上下一対の係止穴２８ａが設けられている。
【００３４】
　前記蓋部材３０は、前記蓋部材挿入部２８の開口を塞ぐように当該蓋部材挿入部に挿入
されることにより前記ハウジング２０に装着されるもので、蓋部３２と嵌合検知部３４と
を有する。蓋部３２は、前記蓋部材挿入部を塞ぐ形状を有するもので、蓋部本体３５と、
ゴム等の弾性材料からなるシール部材３６とにより構成される。
【００３５】
　前記蓋部本体３５は、前記嵌合検知部３４とともに、前記シール部材３６よりも硬質の
樹脂により一体成形されたもので、前記蓋部材挿入部２８の内周面よりも一回り小さい外
周面を有する外側部３５ａと、この外側部３５ａよりも奥側でかつ当該外側部３５ａより
もさらに一回り小さい外周面を有するシール部材装着部３５ｂとを有し、前記外側部３５
ａの外周面からは被係止爪３５ｃが突出する。この被係止爪３５ｃは、図３および図７に
示されるように蓋部材３０がハウジング２０の蓋部材挿入部２８に完全に挿入された状態
で当該蓋部材挿入部２８の係止穴２８ａに嵌って当該蓋部材挿入部２８に係止される位置
に形成されている。
【００３６】
　前記シール部材３６は、前記シール部材装着部３５ｂの外周面上に固定される。このシ
ール部材３６の外周部は、蓋部材３０の挿入方向に並ぶ複数本の突条３６ａを有する。各
突条３６ａは、蓋部材３０の全周にわたり連続して外向きに突出する形状を有し、当該蓋
部材３０の挿入の際に弾性圧縮変形しながら前記蓋部材挿入部２８の内周面に全周にわた
って圧接することにより、ハウジング２０の外部から内部への水の浸入を阻止する。
【００３７】
　前記嵌合検知部３４は、この実施の形態では、蓋部材３０の幅方向（嵌合部１２の配列
方向と平行な方向）に連続する平板状をなし、前記蓋部本体３５からハウジング２０の奥
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側に向かって突出する。具体的に、当該嵌合検知部３４の形状及び位置は当該嵌合検知部
３４が次のような作用を奏するように設定される。
【００３８】
　１）前記蓋部材挿入部２８への前記蓋部材３０の挿入時に図３及び図６～図８に示され
るように前記ハウジング２０の外壁２２と当該ハウジング２０の導体保持部２４に保持さ
れた接続用導体１０の連結部１４との間を通過して前記各端子係止部２７に至る。
【００３９】
　２）図７に示すように端子４０が正規嵌合位置（当該端子４０の電気接触部４２と接続
用導体１０の嵌合部１２とが十分に嵌合する位置）まで挿入されて端子係止部２７が弾性
復帰している状態では、当該端子係止部２７の上面とハウジング２０の天壁（外壁２２の
上側部分）との間に進入することにより当該端子係止部２７を上側から拘束する。すなわ
ち、当該端子係止部２７が端子４０から逃げる方向すなわち係止を解除する方向に弾性変
位するのを規制する。
【００４０】
　３）図８に示すように端子４０の挿入が不十分で当該端子４０が正規嵌合位置（当該端
子４０の電気接触部４２と接続用導体１０の嵌合部１２とが十分に嵌合する位置）まで至
っておらず、そのために端子係止部２７が弾性復帰していない状態では、蓋部材３０が装
着位置（被係止爪３５ｃが蓋部材挿入部２８に係止される位置）まで挿入される前に前記
端子係止部２７と当接することにより、当該蓋部材３０の装着を阻む。
【００４１】
　なお、この実施の形態に係るハウジング２０では、その天壁に図５～図８に示されるよ
うな嵌合検知部案内部２３が下向きに突設される。この嵌合検知部案内部２３は、前記蓋
部材３０の挿入時に前記嵌合検知部３４の上面と接触することにより、その高さ位置を安
定させる。一方、前記蓋部材３０には前記嵌合検知部３４の下面から下方に膨出する被案
内部３７が形成され、この被案内部３７は、前記嵌合検知部３４が前記端子係止部２７と
前記ハウジング２０の天壁との間に挿入されるように前記接続用導体１０の連結部１４の
上面からの案内を受ける。
【００４２】
　さらに、前記被案内部３７の下側には導体当接部３８が形成され、この導体当接部３８
は前記蓋部材３０が正規の装着位置よりも深く挿入されようとしたときに前記接続用導体
１０の連結部１４に当接することによって当該蓋部材３０の過度の挿入を阻止する。
【００４３】
　次に、この防水ジョイントコネクタＪＣを用いて複数の端子４０同士を電気的に接続す
る方法を説明する。
【００４４】
　まず、防水ジョイントコネクタＪＣにおけるハウジング２０の各端子挿入部２６にこれ
に対応する端子４０が挿入される。この挿入方向に沿い、当該端子４０の電気接触部４２
が前記ハウジング２０内に予め保持されている接続用導体１０の対応する嵌合部１２に嵌
合される。
【００４５】
　この挿入の過程において、前記端子の被係止突起４５がハウジング２０の端子係止部２
７の係止部２７ａと接触し、その接触時に当該係止部２７ａを上向き（すなわち端子４０
から退避する向き）に弾性変位させる。換言すれば、前記係止部２７ａは当該退避の向き
に弾性弾性変位することにより当該端子４０の挿入を許容する。この係止部２７ａは、前
記端子４０が図７に示される正規嵌合位置まで挿入された段階で復帰方向に変位して前記
被係止突起４５を係止するが、図８に示されるように当該端子４０が当該正規嵌合位置ま
で挿入されない不完全挿入状態にあるときは復帰方向に変位できず、よって前記退避方向
に一定以上弾性変位した状態にとどまる。
【００４６】
　このようにして各端子４０と各嵌合部１２との嵌合作業が全て行われた後、図６に示す



(9) JP 2010-177045 A 2010.8.12

10

20

30

40

50

ように、前記ハウジング２０の蓋部材挿入部２８に前記蓋部材３０がその嵌合検知部３４
側から挿入される。この嵌合検知部３４は、被案内部３７が接続用導体１０の連結部１４
から受ける案内と、当該嵌合検知部３４が嵌合検知部案内部２３から直接受ける案内とに
より、前記連結部１４とハウジング２０の外壁２２との間を通って端子係止部２７側に導
かれる。
【００４７】
　このとき、全ての端子４０が図７に示される前記正規嵌合位置まで十分に挿入されてい
れば、前記嵌合検知部３４は全ての端子係止部２７と前記嵌合検知部案内部２３との間に
進入することができる。このため、蓋部材３０はその被係止爪３５ｃが蓋部材挿入部２８
の係止穴２８ａに嵌り込む正規の装着位置まで挿入されることが許容される。この装着状
態において、前記嵌合検知部３４は前記各端子係止部２７の上方に位置して当該端子係止
部２７が上向きすなわち係止解除の向きに弾性変位するのを規制する。すなわち端子４０
の二重係止機能を発揮する。
【００４８】
　その一方、前記端子４０のうちのいずれかが図８に示されるように前記正規嵌合位置ま
で十分に挿入されていない場合、前記嵌合検知部３４は、蓋部材３０が前記装着位置まで
挿入される前に、前記の不完全挿入状態にある端子４０により上向きに弾性変位させられ
ている端子係止部２７と当接し、これにより、当該蓋部材３０のそれ以上の挿入（すなわ
ち装着）を阻止する。このことから、作業者は、いずれかの端子４０の挿入が不十分であ
ることを認識することができる。
【００４９】
　ここで、前記図９に示される従来のコネクタと異なる点は、接続用導体１０が蓋部材３
０側に設けられているのではなく予めハウジング２０内に保持されていること、及び、当
該接続用導体１０と端子４０との嵌合作業が終了してから蓋部材３０を蓋部材挿入部２８
に挿入することが可能であること、にある。
【００５０】
　図９に示される従来のコネクタでは、ゴム栓体９０の挿入と、接続用導体である短絡金
具９６の嵌合部９２と端子７２との嵌合とが同時に行われることから、当該ゴム栓体９０
の挿入抵抗には全ての端子７２の嵌合抵抗が加算される。従って、当該挿入抵抗は端子７
２の数が多いほど大きなものとなる。この大きな挿入抵抗は、その抵抗が通常時のもので
あるのか、あるいは嵌合検知部である挿入検知バー９４と可撓支持片８４との当接に起因
して増大したものであるのかの判別を困難にする。また、各可撓支持片８４は前記各端子
７２と前記各嵌合部９２との嵌合の際にその嵌合抵抗に抗して端子７２を保持しなければ
ならないことから、その保持に十分な係止力を確保するために当該可撓支持片８４の大型
化は避けられない。
【００５１】
　これに対し、前記防水ジョイントコネクタＪＣでは、接続用導体１０が予めハウジング
２０内に保持されていて、蓋部材３０の挿入の前に全ての端子４０の嵌合作業を済ませる
ことが行われるため、端子４０の数にかかわらず蓋部材３０の挿入抵抗は低く抑えられる
ことが可能であり、また、端子係止部２７に求められる係止力も低くて済む。従って、前
記のように嵌合検知部３４と弾性変位状態にある端子係止部２７との当接により蓋部材３
０の挿入抵抗が急増した場合に、作業者はこれが端子４０の不完全挿入によるものである
との判別を容易に行うことができる。すなわち、嵌合不良の検知は従来に比して飛躍的に
容易となる。
【００５２】
　なお、本発明は以上説明した実施の形態に限られるものではない。例えば、前記嵌合検
知部３４は、必ずしも端子４０の二重係止機能を有するものでなくてもよい。また、端子
係止部２７毎に形成されたものでもよい。
【００５３】
　前記蓋部材３０全体の具体的な構造も適宜設定可能である。例えば、前記被案内部３７
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や前記導体当接部３８は省略が可能である。また、蓋部材３０全体が単一の材料により一
体に成形されたものでもよい。ただし、図示のように、その蓋部３２が蓋部本体３５とシ
ール部材３６とを有し、蓋部本体３５と前記嵌合検知部３４とが前記シール部材３６より
も硬質の樹脂により一体成形されているものでは、当該一体成形により蓋部材３０の部品
点数の増加を抑えつつ当該嵌合検知部３４に端子嵌合検知に必要な剛性（すなわち端子係
止部２７との当接による嵌合検知部３４自身の変形を防ぐ特性）を確保しながら、前記蓋
部本体３５の外周面上に装着されるシール部材３６の弾性変形を利用して当該シール部材
３６と前記蓋部材挿入部２８の内周面との密着を確実にすることにより、高い防水機能も
確保することが可能になる。
【００５４】
　接続用導体１０の形状も図示のものに限定されない。例えば、接続用導体１０の嵌合部
１２は、端子４０との嵌合方向と直交する方向に配列されていればよく、複数列に亘って
配列されていてもよい。連結部１４も必ずしも平板状である必要はなく、当該連結部１４
とハウジング外壁２２との間を前記嵌合検知部３４が通過するのを許容する形状であれば
よい。
【符号の説明】
【００５５】
　ＪＣ　　防水ジョイントコネクタ
　１０　　接続用導体
　１２　　嵌合部
　１４　　連結部
　２０　　ハウジング
　２２　　ハウジングの外壁
　２４　　導体保持部
　２６　　端子挿入部
　２７　　端子係止部
　２８　　蓋部材挿入部
　３０　　蓋部材
　３２　　蓋部
　３４　　嵌合検知部
　３５　　蓋部本体
　３６　　シール部材
　３７　　被案内部
　３８　　導体当接部
　４０　　端子
　４６　　防水栓
　５０　　電線
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